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足場工(大口径ボーリングマシーン等による場所打杭工)

1. 適用範囲

本資料は、大口径ボーリングマシーン及びダウンザホールハンマによる場所打杭工の足場に適用す

る。

2. 施工概要

施工フローは、下記とする。

設 置 撤 去

機 材 搬 入 機 材 搬 入

                                   

下 部 工 設 置 高 欄 撤 去

上 部 工 設 置 上 部 工 撤 去

高 欄 設 置 下 部 工 撤 去

機 材 搬 出 機 材 搬 出

(注) 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。

3. 機種の選定

機種・規格は、次表を標準とする。

表 3.1 機種の選定

機 械 名 規 格

ラフテレーンクレーン

排出ガス対策型

油圧伸縮ジブ型

○○ｔ吊

(注) 1. クレーンは、最大部材質量、作業半径、吊上げ高及び主桁等の架設・撤去、、

杭等設置・撤去等の工程を配慮し、同一機種で選定することを標準とするが、

現場条件により上表により難い場合は、現場条件に適合した機種とすることが

できる。

2. ラフテレーンクレーンは賃料とする。

４．施工歩掛

 ４－１ 上部工

  ４－１－１ 架設・撤去工

   上部工の架設・撤去工歩掛は、次表とする。
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               表 4.1 架設・撤去工歩掛            (10t当り)

数 量
名   称 規   格 単 位

架 設 撤 去
摘 要

土 木 一 般 世 話 役 人 1.2 0.8  

と び 工 〃 3.4 1.6  

溶 接 工 〃 ― 0.5

普 通 作 業 員 〃 2.0 1.4  

ラフテレーンクレーン

運 転
○○ｔ吊 日 1.3 0.7 

諸 雑 費 率 ％ 16 2  

(注) 1. 架設・撤去の対象質量は、架設・撤去すべき主桁、補鋼材の質量で、高欄の質量

は含まない。

2. 諸雑費は、ガス切断機、酸素、アセチレン、ホース及び電力に関する経費等の費

用であり、設置または撤去工労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として

計上する。

  ４－１－２ 高欄設置・撤去工

   高欄設置・撤去工歩掛は、次表とする。

               表 4.2 高欄設置・撤去工歩掛          (100ｍ当り)

数 量

単管パイプ型
摘 要

名   称 規   格 単 位

設置 撤去

土 木 一 般 世 話 役 人 1.0 0.6  

普 通 作 業 員 〃 3.8 2.1  

諸 雑 費 率 ％ 10 ―

(注) 諸雑費は単管パイプ等の損料であり、労務費合計額に上表の率を乗じた金額を上限とし

て計上する。

 ４－２ 下部工

  ４－２－１ 下部工設置・撤去工

   下部工設置・撤去工歩掛は、次表とする。
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               表 4.3 下部工設置・撤去工歩掛         (10t当り)

数 量
名   称 規   格 単 位

設置 撤 去
摘 要

土 木 一 般 世 話 役 人 1.7 1.1  

と び 工 〃 4.2 3.0  

溶 接 工 〃 1.1 1.0  

普 通 作 業 員 〃 2.6 1.4  

ラフテレーンクレーン

運 転
○○ｔ吊 日 1.5 0.7 

諸 雑 費 率 ％ 28 1  

(注) 1. 設置・撤去の対象質量は、設置・撤去すべき桁受、杭、継材、基礎、ブラケット

等の質量とする。

2. 諸雑費は、電機溶接機(エンジン付)、ガス切断機、酸素、アセチレン、ホース、

電力に関する経費等の費用であり、設置または撤去工労務費の合計額に上表の率

を乗じた金額を上限として計上する。
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揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）による揚土 県

１－１ 揚土工
１－１－１ 適用範囲
本項は、浚渫土砂のグラブ浚渫船またはガットバージによる揚土工事に適用する。

１－２－１ 揚土
１－２－２ 施工フロー

回 航 ・ え い 航
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船，ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ）

グラブ浚渫

土運船運搬

揚 土
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ）

回 航 ・ え い 航
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ）

注）本項の歩掛は、 の部分である。

１－３ 代価表作成手順
［揚土土捨費の積算］

１－４

・１日当り浚渫土砂量 揚 土 船 の
・施工数量、工期、運転時間→ 規 格 決 定 →①揚土船規格
・供用係数、土捨場の受入土 ↑ (ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)
量の制約等 経 済 比 較

・作業船在港状況

１－５

①揚土船規格 ②揚錨船規格
船 団 構 成 の 決 定 →

(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)→ ③引船規格
・現場条件

１－６

・土質 ④１時間当り揚土能力
→ １時間当り揚土能力算定 →

①揚土船規格 ⑤土量の標準変化率
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)

・バージ接舷頻度
→ 能 力 係 数 の 選 定 →⑥作業時間区分能力係数

・障害物撤去作業の頻度

⑤土量の標準変化率
・土運船の規格
・グラブ浚渫船の１時間当り→ １日当り運転時間の算定 →⑦１日当り運転時間
浚渫量、運転時間 （最大8h／日）

④１時間当り揚土能力
⑥作業時間区分能力係数
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④１時間当り揚土能力
⑥作業時間区分能力係数 → １日当り揚土量の算定 →⑧１日当り揚土量
⑦１日当り運転時間

①揚土船規格
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ )゙
②揚錨船規格
③引船規格 → 代 価 表 の 作 成 →・揚 土
⑦１日当り運転時間 １日（ ｍ ）当り代価表３

⑧１日当り揚土量
・供用係数

［拘束費の積算］

①揚土船規格
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ )゙ ⑨拘束費対象船種

拘束費計上条件の検討 →
・検測待ちの有無 → ⑩拘束費対象日数
・経層探査の有無
・その他現場条件

⑨拘束費対象船種 ・揚土船規格
→ 代 価 表 の 作 成

⑩拘束費対象日数 (ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船, ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ )゙
→
拘束１式当り代価表

１－４ 揚土船の規格選定

現場条件による規格の検討 施工数量、工期、運転時間、供用係数、

１日当り揚土量による規格検討 土捨場の受入土量の制約等

↓

入手可能船舶調査による規格選定

↓

① 上記の規格選定により選定された揚土船の
複数規格が在港している場合は、在港している規格

経済比較（対象規格が複数ある場合） について経済比較する。
② 上記の規格選定により選定された揚土船の
いずれの規格も在港していない場合は、回航費を含
め経済比較する。

↓

規 格 決 定

１－５ 船団構成
１）揚土船の規格区分

グラブの規格区分 実装グラブの範囲（ｍ ） 摘 要３

2. 5 ｍ 1. 5＜ ≦ 3. 5３

グラブ浚渫船は
3 〃 2. 5＜ ≦ 3. 5

普通地盤用適用
5 〃 3. 5＜ ≦ 7. 0
9 〃 7. 0＜ ≦11. 5
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２）標準的な船団構成

グラブ浚渫船（普通地盤用）
揚 錨 船 摘 要

ガットバージ
鋼 Ｄ 2. 5 ｍ 鋼 Ｄ 3ｔ吊 グラブ浚渫船３

〃 3 〃 〃 3 〃 ガットバージ
〃 5 〃 〃 5 〃 グラブ浚渫船
〃 9 〃 〃 10 〃 グラブ浚渫船

注）1. 浚渫船規格に対する揚土船規格は、１日当り浚渫量に適した規格とする。
2. 揚描船は、浚渫箇所と揚土箇所が同一区域の場合等、現場条件により計上しない
ことができる。

3. 揚土船の退避が頻繁に生じる場合等、現場条件により引船を計上することができる。

１－６ 施工歩掛
１）作業能力
(1) １日当り揚土量
揚土船の１日当り揚土量は、１日当り浚渫土砂量とする。ただし、複数の場所から土砂が

運搬されてくる場合は、揚土船の揚土能力、運転時間を考慮して決定する。

(2) １日当り揚土時間
１日当り揚土時間は、次式により算定する。なお、揚土船の１時間当り揚土量が異なる複

数の土砂を揚土する場合（土質の違い等）、１日当り揚土時間は、複数の土砂を合成（平
均）した１時間当り揚土量に対して決定する。その場合、次式のｑ ／ｆ、ｑ ／ｆの代わり０ ２

に以下の数値を代入する。

ｑ Ｖ０

＝ （小数２位四捨五入）
ｉｆ Ｖ

Σ（ ）
０ｉｑ

ｉｆ

ｑ Ｖ２
＝ （小数２位四捨五入）

ｉｆ Ｖ
Σ（ ）

２ｉｑ
ｉｆ

ｑ ：当該土質のグラブ浚渫船１時間当り浚渫量（ｍ ／h）０ｉ
３

ｑ ：当該土質の揚土船１時間当り揚土量（ｍ ／h）２ｉ
３

ｆ ：当該土質のグラブ浚渫土量の標準変化率ｉ

Ｖ ：全浚渫量（ｍ ）３

Ｖ ：当該土質の浚渫量（ｍ ）ｉ
３

０ｑ
Ｂ×0. 8×ｆ Ｔ ｆ

１日当り揚土時間（h／日）＝ × ＝ ×Ｔ
２ ２ｑ Ｂ×0. 8×ｆ ｑ

ｑ ｆ０

（小数１位切上げ、整数止め。最大8h／日）

ｆ ：グラブ浚渫土砂の標準変化率
Ｂ ：土運船の公称泥艙容量（ｍ ）３

ｑ ：グラブ浚渫船１時間当り浚渫量（ｍ ／h）０
３

ｑ ＝ｑ×Ｅ ×Ｅ ×Ｅ （小数２位四捨五入）０ １ ２ ３

ｑ ：グラブ浚渫船（普通地盤用）１時間当り浚渫能力（ｍ ／h）３

Ｅ ：土厚区分能力係数１
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Ｅ ：海象条件区分能力係数２

Ｅ ：水深区分能力係数３

１）作業能力 参照「１節 ３．グラブ浚渫工、３－１－６ 施工歩掛、 」

ｑ ：揚土船１時間当り揚土量（ｍ ／h）２
３

ｑ ＝ ｑ ×Ｅ （小数２位四捨五入）２ １ ４

ｑ ：揚土船１時間当たり揚土能力 （ｍ ／h）１
３

Ｅ ：作業時間区分能力係数４

ｑ ：揚土船１時間当たり揚土能力 （ｍ ／h）１
３

２ｑ' ×Ｋ×60
ｑ ＝１

Cm
ｑ' ：グラブ容量（ｍ ）３

Ｋ ：揚土船の掘削効率
Cm ：揚土船のサイクルタイム（s）

Ｔ ：グラブ浚渫船（普通地盤用）１日当り運転時間（h／日、標準は8h／日）

( 3) 能力係数等

能力係数 良 好 普 通 悪 い 摘 要

Ｅ 作業時間区分 0. 95 0. 90 0. 80４

作業時間区分の補足表

作業時間区分 作業時間区分の適用明細

良 好 バージ離接舷頻度が少なく、障害物除去作業がない。

普 通 標準的な条件の場合

悪 い バージ離接舷頻度が頻繁で、障害物除去作業が多い。

揚土船の掘削効率（Ｋ）とサイクルタイム(Cm)

ｸﾞﾗﾌﾞ容量 ｸﾞﾗﾌﾞ容量 ｸﾞﾗﾌﾞ容量
土 質 2. 5ｍ 3ｍ 5ｍ 9ｍ 摘 要３ ３ ３ ３

分 類 (浚渫時) Ｎ値、状態 Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm
(普通地盤浚渫) 10未満 1. 00 1. 05 1. 10 （参考）
粘 土 質 土 砂 10～30 〃 0. 95 1. 00 1. 05
(普通地盤浚渫) 10 〃 1. 00 1. 05 1. 10
砂質・ﾚｷ混り土砂 10～30 〃 0. 95 70 1. 00 75 1. 05 85
(硬土盤浚渫）
粘土質・砂質・ﾚｷ混り土砂 30～50 〃 0. 95 1. 00 1. 05 砂利・砕石・鉱さい
(硬土盤・岩盤浚渫) 軟質･中質
岩 盤 硬 質 0. 80 0. 85 0. 90 割石

注）土質は、グラブ浚渫における現地盤の土質分類による。

(4) 拘束費
浚渫船の浚渫完了後の検測待ちに関連して必要と認められる場合は、揚土船・揚錨船の拘

束費を計上する。
ただし、一工事で揚土船を複数隻使用する場合は、１隻のみを計上する。なお、一工事で

使用する揚土船の規格が異なる場合は、大型規格船の拘束費を計上する。
その他、浚渫に伴う経層探査等の期間で拘束費を計上する必要があると認められる場合は、

対象となる隻数の拘束費を計上する。
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揚土船団の拘束費計上日数

区 分 拘束費計上日数 対象作業内容 摘 要

必要な場合のみ
完了後 1 日 検測待ち

複数船団の場合は大型の１船団

その他 必要な日数 経層探査待ち等 対象となる隻数

２）代価表
(1) 揚土 １日（ ｍ ）当り３

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

揚 土 船 運転 鋼Ｄ ｍ 日 1 運 Ｈ／就10Ｈ３

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃 1 就業8Ｈ

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 運2Ｈ／就8Ｈ

雑 材 料

注）1. 揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）の最大運転時間は、８時間である。
2. 揚描船の船員は計上しないものとする。なお、揚描船は現場条件により計上し
ないことができる。

3. 引船は、現場条件により計上することができる。

(2) 揚土船拘束 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

揚 土 船 供用 鋼ＤＥ PS型 日

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃

注）1. 揚土船、揚錨船の拘束日数は、検測待ち、経層探査待ち等、現場条件に応じて
必要な日数を計上する。

2. 揚描船の船員は計上しないものとする。なお、揚描船は現場条件により計上し
ないことができる。

3. 引船は、現場条件により計上することができる。

３）土運船運搬工
土運船運搬工は を適用し、「バー「１節 ８．土運船運搬工、８－１－２ グラブ浚渫土運搬」

ジアンローダ船または空気圧送船」を、「揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）」と読み替える
ものとする。

「８－１－２－５ 施工歩掛、１）引船押船および土運船の１日当り所要隻数・運転時ただし、
(2) 土運船運搬後、バージアンローダ船または空気圧送船により土捨する場合」については下間、

記「(１)土運船運搬後揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）により土捨する場合」によるものと
する。

１－７ 回航・えい航

による。「５章１節 回航・えい航費」
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捨石投入における瀬取り工 県

１ 適用範囲
本項は、係船岸等構造物の捨石工事でガット船等による直接投入が不可能な場合に行われる瀬取

り投入に適用する。
直接投入が不可能な場合とは、搬入航路上の水深・幅・高さ制限等がある場合をいう。
本運用歩掛は、水深４ｍ未満、材料運搬距離片道２ｋｍ以下を標準とするが、運搬距離が大きい

場合、台船及び引船の数量については別途計上できる。

２．瀬取り
２－１ 代価表作成手順
［瀬取り投入の積算］

２－２
（瀬取り投入）
・現場条件、水深、搬入航路 → 瀬取りの必要性の

検 討

２－２

・現場条件 → 投入形態の選定 → ①自積方式、台船方式、
・作業半径 二次投入方式の別

・作業半径 → クレーン付台船の → ②クレーン付台船の規格
規 格 の 選 定

②クレーン付台船の規格 → 船団構成（台船・引 → ③台船・引船の規格
船の規格）の選定

２－３
④能力補正係数

・対象施設 → （施設区分能力補正係数）
・施工区分（暫定、完成） → 能力補正係数の選定 （施工区分能力補正係数）
・投入厚さ （厚さ区分能力補正係数）
・施工水深（現地盤の水深） （水深区分能力補正係数）
・天端幅 （天端幅区分能力係数）
・施工規模（投入量） （ ）施工規模区分能力補正係数
・投入区分（瀬取り投入） （投入区分能力補正係数）

④能力補正係数 → １ 日 当 り → ⑤1日当り投入指示量
投入指示量の算定

・標準断面積
・M.L.W.L. → １ 日 当 り → ⑥1日当り投入量
⑤１日当り投入指示量 投 入 量 の 計 算

①自積方式、台船方式、二次 → クレーン付台船の → ⑦クレーン付台船１日当り排
投入方式の別 １日当り排出量の選定 出量
②クレーン付台船の規格

⑥１日当り投入量 → クレーン付台船の → ⑧クレーン付台船運転日数
⑦クレーン付台船１日当り排出量 運 転 日 数 の 計 算 ⑨台船・引船運転日数

①自積方式、台船方式、二次 →
投入方式の別 代 価 表 の 作 成 →・瀬取り投入
⑥1日当り投入量 1日（扱い数量 ｍ ）当り３

②クレーン付台船の規格
③台船・引船の規格 代価表
⑧クレーン付台船運転日数
⑨台船・引船運転日数
・供用係数



港－ 7

２－２ 施工方式
１）瀬取り投入
（１）瀬取り投入

瀬取り投入

（２）投入形態

投入形態は以下のものを対象とする。

自積方式と台船方式の選択については、以下の条件による。

・基本は、自積方式とする。なお、以下の条件の場合台船方式を選択できる。
・材料運搬経路で、桁下等の障害がある場合。
・その他、現場条件で台船方式が適している場合。

①自積方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から捨石を投入す

るクレーン付き台船の甲板部分に積み込み、このクレーン付き台船を投入地まで曳航し投
入するタイプ。

②台船方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から捨石を台船等

に積み込み、この台船を投入地まで曳航し、クレーン付き台船に接舷し投入を行うタイプ。

③二次投入方式
投入地にて、材料運搬船（ガット船等）を投入用のクレーン付き台船に接舷し捨石を材

料運搬船からクレーン付き台船に積み替えて投入するタイプ。

積 込 運 搬 投 入

自積方式

台船方式

二次投入
方式
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２）投入指示
投入指示は、潜水士船による。ただし、対象部分は、Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.以下の水中部のみとする。

３）作業半径によるクレーン付台船の選定
クレーン付台船の規格は下表の瀬取り投入に必要な作業半径から選定する。

作業半径Ｒ クレーン規格

１６ｍ未満 ５０ｔ吊

16m以上19m未満 ８０ｔ吊

19m以上24m未満 １００ｔ吊

24m以上31m未満 １５０ｔ吊

注）1.Ｒ＝31m以上は別途考慮する。
付属資料－１ 作業能力等 １．起重機船、クレーン等の規格と2.作業半径Ｒは、「

」を参照する。性能 ３）クレーン付台船

４）作業船組合せ
以下の組合せを標準とする。

施工方式 自積方式 台船方式 二次投入方式
クレーン
付台船規格 引 船 台 船 引 船 引 船

５０ｔ吊 鋼Ｄ450ps 鋼Ｄ450ps
８０ｔ吊 鋼Ｄ500ps 500t積 鋼Ｄ450pｓ 鋼Ｄ500ps
１００ｔ吊 鋼Ｄ550ps 鋼Ｄ550ps
１５０ｔ吊 鋼Ｄ600ps 鋼Ｄ600ps

注）この組合せによりがたい場合は、別途考慮する。

２－３ 施工歩掛
１）作業能力
（１）投入指示量

①能力算定式
Ｑ＝ｑ×（1.00＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ）×Ｅ （小数１位四捨五入）１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

Ｑ ：潜水士船１日当り投入指示量（扱い数量、ｍ ／日）３

ｑ ：潜水士船１日当り標準投入指示量（900ｍ ／日）３

Ｅ ：施設区分能力補正係数１

Ｅ ：施工区分能力補正係数２

Ｅ ：厚さ区分能力補正係数３

Ｅ ：水深区分能力補正係数４

Ｅ ：天端幅区分能力補正係数５

Ｅ ：施工規模区分能力補正係数６

Ｅ ：投入区分能力補正係数７
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②能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要
外 郭 施 設 0.00 施設区分の補足表参照

Ｅ 施設区分１
係 留 施 設 0.20
暫 定 断 面 0.20 暫定断面とは、後続工事で引き続

Ｅ 施工区分２
完 成 断 面 0.00 き同一箇所の捨石を施工する場合

1ｍ未満 －0.05 捨石厚さは、「(3) 捨石厚さの決
Ｅ 厚さ区分 1～5ｍ 〃 0.00 定方法」により決定する。３

5ｍ以上 0.20
10ｍ未満 －0.10 平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.）から

Ｅ 水深区分４ 10ｍ以上 0.00 の現地盤の水深をいう。
天 端 幅 10ｍ未満 －0.20 天端幅より施工延長が短い場合は

５Ｅ
区 分 10ｍ以上 0.00 施工延長により天端幅区分を決定

500ｍ 未満 －0.15 施工規模区分には材料割増しを含３

施工規模
Ｅ 500～5,000ｍ 〃 0.00 む。また、捨石の規格別、種類別６

３

区 分 5,000～10,000ｍ 〃 0.10 の投入量とする。３

10,000ｍ 以上 0.25３

Ｅ 投入区分 瀬取り投入 下表参照 ｸﾚｰﾝ付台船１隻当たりに対する７

能力係数。
材料割増しを含む。

投入区分の選定

自積方式 台船方式 二次投入方式

Ｅ ０．３９ ０．２８ ０．５４７

施設区分の補足表
施 設 区 分 施設区分の適用明細
外 郭 施 設 護岸（防波）
係 留 施 設 岸壁、物揚場、護岸（一般）

（２）瀬取り投入量
①１日当り瀬取り投入量
１日当りの瀬取り投入量は、１日当り投入指示量（Ｖ）とする。

②主作業船の運転日数
イ．クレーン付台船

［１日当り投入指示量］
［運転日数］＝ （小数２位四捨五入）

［１日当り排出量］

施工形態別１日当り排出量 （扱い数量 ｍ ／日）３

クレーン付台船 自積方式 台船方式 二次投入

５０ｔ吊 ２７０ ３９０ ６４０

８０ｔ吊 ３００ ４２０ ７８０

１００ｔ吊 ３１０ ４５０ ８７０

１５０ｔ吊 ３５０ ５１０ １１００
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２）代価表
（１）瀬取り投入 １日（扱い数量 ｍ ）当り３

①自積方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運４Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

②台船方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

台 船 500t積 日 就業８Ｈ

引 船 鋼Ｄ450PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

注）引船はクレーン付台船と同じ日数を計上し、台船はその２倍を計上する。
ただし、材料運搬距離の条件等で別途引船及び台船の数量を決定する場合は、
この限りでない。

③二次投入方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む
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被覆石投入における瀬取り工 県

１ 適用範囲
本項は、係船岸等構造物の被覆石工事でガット船等による直接投入が不可能な場合に行われる瀬

取り投入に適用する。
直接投入が不可能な場合とは、搬入航路上の水深・幅・高さ制限等がある場合をいう。
本運用歩掛は、水深４ｍ未満、材料運搬距離片道２ｋｍ以下を標準とするが、運搬距離が大きい

場合、台船及び引船の数量については別途計上できる。

２．瀬取り
２－１ 代価表作成手順
［瀬取り投入の積算］

２－２
（瀬取り投入）
・現場条件、水深、搬入航路 → 瀬取りの必要性の

検 討

２－２

・現場条件 → 投入形態の選定 → ①自積方式、台船方式、
・作業半径 二次投入方式の別

・作業半径 → クレーン付台船の → ②クレーン付台船の規格
規 格 の 選 定

②クレーン付台船の規格 → 船団構成（台船・引 → ③台船・引船の規格
船の規格）の選定

２－３
④能力補正係数

・対象施設 → （施設区分能力補正係数）
・施設天端の水深 → 能力補正係数の選定 （水深区分能力補正係数）
・施工規模（扱い投入数量） （施工規模区分能力補正係
・投入区分（瀬取り投入） 数）

（投入区分能力補正係数）

④能力補正係数 → １ 日 当 り → ⑤1日当り投入指示量
投入指示量の算定

・標準断面積
・M.L.W.L. → １ 日 当 り → ⑥1日当り投入量
⑤１日当り投入指示量 投 入 量 の 計 算

①自積方式、台船方式、二次 → クレーン付台船の → ⑦クレーン付台船１日当り排
投入方式の別 １日当り排出量の選定 出量
②クレーン付台船の規格

⑥１日当り投入量 → クレーン付台船の → ⑧クレーン付台船運転日数
⑦クレーン付台船１日当り排出量 運 転 日 数 の 計 算 ⑨台船・引船運転日数

①自積方式、台船方式、二次 → 代 価 表 の 作 成 →・瀬取り投入
投入方式の別 1日（扱い数量 ｍ ）当り３

⑥1日当り投入量
②クレーン付台船の規格 代価表
③台船・引船の規格
⑧クレーン付台船運転日数
⑨台船・引船運転日数
・供用係数
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２－２ 施工方式
１）瀬取り投入
（１）瀬取り投入

瀬取り投入

（２）投入形態

投入形態は以下のものを対象とする。

自積方式と台船方式の選択については、以下の条件による。

・基本は、自積方式とする。なお、以下の条件の場合台船方式を選択できる。
・材料運搬経路で、桁下等の障害がある場合。
・その他、現場条件で台船方式が適している場合。

①自積方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から被覆石を投入

するクレーン付き台船の甲板部分に積み込み、このクレーン付き台船を投入地まで曳航し
投入するタイプ。

②台船方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から被覆石を台船

等に積み込み、この台船を投入地まで曳航し、クレーン付き台船に接舷し投入を行うタイ
プ。

③二次投入方式
投入地にて、材料運搬船（ガット船等）を投入用のクレーン付き台船に接舷し被覆石を

材料運搬船からクレーン付き台船に積み替えて投入するタイプ。

積 込 運 搬 投 入

自積方式

台船方式

二次投入
方式
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２）投入指示
投入指示は、潜水士船による。ただし、対象部分は、Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.以下の水中部のみとする。

３）作業半径によるクレーン付台船の選定
クレーン付台船の規格は下表の瀬取り投入に必要な作業半径から選定する。

作業半径Ｒ クレーン規格

１６ｍ未満 ５０ｔ吊

16m以上19m未満 ８０ｔ吊

19m以上24m未満 １００ｔ吊

24m以上31m未満 １５０ｔ吊

注）1.Ｒ＝31m以上は別途考慮する。
付属資料－１ 作業能力等 １．起重機船、クレーン等の規格と2.作業半径Ｒは、「

」を参照する。性能 ３）クレーン付台船

４）作業船組合せ
以下の組合せを標準とする。

施工方式 自積方式 台船方式 二次投入方式
クレーン
付台船規格 引 船 台 船 引 船 引 船

５０ｔ吊 鋼Ｄ450ps 鋼Ｄ450ps
８０ｔ吊 鋼Ｄ500ps 500t積 鋼Ｄ450pｓ 鋼Ｄ500ps
１００ｔ吊 鋼Ｄ550ps 鋼Ｄ550ps
１５０ｔ吊 鋼Ｄ600ps 鋼Ｄ600ps

注）この組合せによりがたい場合は、別途考慮する。

２－３ 施工歩掛
１）作業能力
（１）投入指示量

①能力算定式
Ｑ＝ｑ×（1.00＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ）×Ｅ （小数１位四捨五入）１ ２ ３ ４

Ｑ ：潜水士船１日当り投入指示量（扱い数量、ｍ ／日）３

ｑ ：潜水士船１日当り標準投入指示量（750ｍ ／日）３

Ｅ ：施設区分能力補正係数１

Ｅ ：水深区分能力補正係数２

Ｅ ：施工規模区分能力補正係数３

Ｅ ：投入区分能力補正係数４
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②能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要
外 郭 施 設 0.00 施設区分の補足表参照

Ｅ 施設区分１
係 留 施 設 0.20
10ｍ未満 －0.10 平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.）から

Ｅ 水深区分２ 10ｍ以上 0.00 の現地盤の水深をいう。
500ｍ 未満 －0.15 施工規模区分には材料割増しを含３

施工規模
Ｅ 500～5,000ｍ 〃 0.00 む。また、捨石の規格別、種類別３

３

区 分 5,000～10,000ｍ 〃 0.10 の投入量とする。３

10,000ｍ 以上 0.25３

Ｅ 投入区分 瀬取り投入 下表参照 ｸﾚｰﾝ付台船１隻当たりに対する４

能力係数。
材料割増しを含む。

投入区分の選定

自積方式 台船方式 二次投入方式

Ｅ ０．３９ ０．２８ ０．５４４

施設区分の補足表
施 設 区 分 施設区分の適用明細
外 郭 施 設 護岸（防波）
係 留 施 設 岸壁、物揚場、護岸（一般）

（２）瀬取り投入量
①１日当り瀬取り投入量
１日当りの瀬取り投入量は、１日当り投入指示量（Ｖ）とする。

②主作業船の運転日数
イ．クレーン付台船

［１日当り投入指示量］
［運転日数］＝ （小数２位四捨五入）

［１日当り排出量］

施工形態別１日当り排出量 （扱い数量 ｍ ／日）３

クレーン付台船 自積方式 台船方式 二次投入

５０ｔ吊 ２７０ ３９０ ６４０

８０ｔ吊 ３００ ４２０ ７８０

１００ｔ吊 ３１０ ４５０ ８７０

１５０ｔ吊 ３５０ ５１０ １１００



港－ 15

２）代価表
（１）瀬取り投入 １日（扱い数量 ｍ ）当り３

①自積方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運４Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

②台船方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

台 船 500t積 日 就業８Ｈ

引 船 鋼Ｄ450PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

注）引船はクレーン付台船と同じ日数を計上し、台船はその２倍を計上する。
ただし、材料運搬距離の条件等で別途引船及び台船の数量を決定する場合は、
この限りでない。

③二次投入方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要
３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む
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ケーソン回航用蓋取付け・取外し歩掛について 県

ケーソン回航用蓋取付け・取外しの歩掛については、下記の歩掛を使用することができる。

ケーソン回航用蓋取付け・取外し歩掛 （３函当り）
数 量

名 称 形 状 寸 法 取 付 取 外 摘 要
単 陸上(陸 海上(海 海上(海
位 上ｸﾚｰﾝ) 上ｸﾚｰﾝ) 上ｸﾚｰﾝ)

ケーソン回航用
木 製 防 水 蓋 ㎡ 転用なし
ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ (油)16t吊 〃 １．０ 標準運転時間
ｸﾚｰﾝ付台船運転 35～40t吊 〃 １．１ ０．５ 運2H/就8H
引 船 運 転 鋼D300PS型 〃 １．１ ０．５ 運2H/就8H
普 通 作 業 員 人 （１）
雑 材 料 ％ ０．５

（１）ケーソン回航用蓋取付け・取外しの１００㎡当りの作業員人数 （１００㎡当り）
単

名 称 形 状 寸 法 位 数 量 摘 要
取 付 取 外

普 通 作 業 員 人 ４．３ ３．２
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安全費における安全監視船の計上について 県

１．安全監視船を計上する必要がある場合の判断について
現場条件を的確に把握することにより必要額を適正に積算する。計上の対象となる場合は以下

のとおりとする。

①船舶交通がふくそうする海域、視界の悪い海域を曳航する場合、または追随性の悪い物（ケー
ソン等）を曳航する場合等で、特に安全監視船を必要とする場合。

②上記以外で、所轄の海上保安部との協議や地元説明会などで安全監視船を配置するよう指導等
があった場合、または条件が付された場合。

２．安全監視船の積算方法について
①安全監視船の数量については、安全監視船が必要となる作業工程ごとの数量を標準作業量で除
して必要延べ実日数を計上する。（作業工程ごとの数量は小数第２位四捨五入、計上数量は小
数点以下切り上げ）

②工事数量の増減や新たに安全監視船を配置する場合など、発注者側の指示による場合以外は、
数量の変更は行わないものとする。（実績による精算等は行わない）

③計上数量は参考資料において明示する。

３．その他
安全監視船が必要となる区域、工種および隻数（隻／日）等については、特記仕様書において

施工条件を明示する。
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土質調査積算基準（港湾・漁港関係）
［運用］

本運用は、土質調査積算基準に記載されていない事項、また、解釈についての
当面の運用を長崎県が独自に制定したものである。

当面の運用基準は以下のとおりである。

土質調査積算基準
１ 適用の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－１９
２ 足場の設定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－１９
３ 機材・足場の運搬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－１９
４ 足場損料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２０
５ 成果品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２１
６ 成果品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２１
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第２編 土質調査積算基準

１ 適用の範囲

この積算基準は、港湾・漁港における土質調査を委託により実施する場合に適用

する。なお、この積算基準に定めのないものについては、港湾・漁港請負工事積算

基準（長崎県）によるものとする。

２ 足場の設定基準

足場の設定基準は、港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－３仮設費（１）足場

の設定基準による。但し、現場条件が海上でスパット台船が設置できる場合、水深

２５ｍまではスパット台船を原則とする。

３ 機材・足場の運搬

①　機材運搬の基地は、長崎、佐世保、伊万里、福岡とする。実施において近傍の工事現場より回送さ
　れた場合は、設計変更で対応する。なお、参考図書にはどこから運搬を計上したか明示しておくこと。

②　機材運搬（２往復・1台当り）運転日数 （赤本　3-3-9）
往復平均距離（km） 運転日数
　25ｋｍ未満 1.0

25km以上～50km未満 1.5
50km以上～75km未満 2.0
75km以上～100km未満 2.5
クレ－ン付トラックの規格は赤本３－３－９による。
③　代価表（機材運搬）　　一式当り （赤本　3-3-10）

ｽﾊ ｯ゚ﾄ台船
ト ラ ッ クｸ ﾚ ｰ ﾝ 付 日 ー 標準運転時間
ﾄ ﾗ ｯ ｸ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 20 ｔ吊 （油 ） 〃 ー 2 標準運転時間
普 通 作 業 員 人 4 6
運 搬 費 式 ー 1
雑 材 料 ％ 0.5 0.5
注）1.足場の運搬費は別途計上し、雑材料の対象としないものとする。
　　2.単管足場は海上足場を標準とし、陸上足場については、ﾎﾞー ﾘﾝｸ ﾏ゙ｼﾝと同時に運搬するものとし、足場の運搬
　　　費は計上しない。

④　足場の種類によるトラック規格
種　　　　類 形状・寸法
平　坦　足　場
単　管　足　場 　　　　　設計・調査及び測量業務
スパット台船 　　　　水深　５m 　　　　　積算基準 一般土木（参３－２－４）

〃 　　　　水深１０m
〃 　　　　水深１５m
〃 　　　　水深２０m
〃 　　　　水深２５m

鋼　　製　　櫓 櫓長　　　　　２０ｍ　
　　　〃　　２５ｍ 港湾漁港　運用
　　　〃　　３０ｍ （運用損料4）

4.0
175km以上～200km未満 4.5

運転日数
3.0100km以上～125km未満

125km以上～150km未満

150km以上～175km未満

往復平均距離（km）

3.5

２３．０ｔ
２６．７ｔ
２９．０ｔ

摘　　　要

0.5

単 管 足 場
ー
ー
4
1

0.5

名　　　　称 形状寸法 単位機 材
ﾎ ﾞ ｰ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
ﾏ ｼ ﾝ 等

摘　　　　要

トラック規格
ー

数　　　　　　　　　　　　量
足　　　　　　場

鋼 製 櫓
ー
2
6
1

２ｔ車×１台
１０ｔ車×１台
１０ｔ車×２台
１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台
１０ｔ車×３台
１０ｔ車×３台
１０ｔ車×３台
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４ 足場損料

足場損料の算定は、港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－３仮設費（５）損料

によるものとする。なお、供用期間の各日数・係数は以下のとおりとする。

： 鋼製櫓 （４日） ［組立：２日、解体２日］・足場組立解体日数

スパット台船（２日） ［組立：１日、解体１日］

． ［ ］・陸 上 供 用 係 数： １ ６５ 仮設材等供用日数 によるM

： 下表のとおり・足場設置撤去移設各日数(１回当り)
足場設置撤去移設各日数(１回当り)

名称・航行距離 設 置 撤 去 移 設 摘 要

作業船運転時間鋼 製 櫓 以下 ． 日 ． 日 ． 日8.2k 0 50 0 50 0 50

以下 ． 日 ． 日 ． 日19.2km 0 75 0 75 0 75

スパット台船 以下 ． 日 ． 日 ． 日4.8km 0 25 0 25 0 25

以下 ． 日 ． 日 ． 日18.6km 0 50 0 50 0 50

以下 ． 日 ． 日 ． 日32.4km 0 75 0 75 0 75

： 現場条件により算出・ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ日数累計

： 現場条件により算出・原位置試験及び乱さない資料採取日数累計

： １．６５・海 上 供 用 係 数

： 「港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－１運搬費（２）・運 搬 日 数

機材運搬」によるものとし、離島はフェリー乗船時間を

考慮する。

運搬日数 ＝ 機材運搬 往復・ 台当り 運転日数／２ ＋ 乗船時間(往復)〔 （ ） 〕2 1

（ ） （ ）足場の往復運搬日数 離島の場合考慮する

、 。・補 正 日 数：調査の工程により足場を拘束する場合は その日数を考慮する

参考
（例）機材運搬（ﾎﾞー ﾘﾝｸ ﾏ゙ｼﾝ）（離島）ﾎﾞー ﾘﾝｸ ﾏ゙ｼﾝ１台　陸路２５ｋｍ未満及びフェリー乗船時間２時間の場合
名　　　　称 形状寸法 単位 数量

ト ラ ッ クｸ ﾚ ｰ ﾝ 付 2 日 1.0
普 通 作 業 員 人 4.0
雑 材 料 ％ 0.5
フ ェ リ ー 運 賃 回 4.0
ﾄﾗ ｯｸ供用（離島） 2ｔ積 日 1.0

（例）機材運搬（足場）（離島）スパット台船水深１０ｍ　陸路２５ｋｍ未満及びフェリー乗船時間４時間の場合
名　　　　称 形状寸法 単位 数量

ﾄﾗ ｯ ｸ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 賃料 20ｔ吊（油） 日 2.0
普 通 作 業 員 人 6.0
貨物自動車運賃 1０ｔ車　25ｋｍ迄 回 4.0
フ ェ リ ー 運 賃 回 8.0
ﾄﾗ ｯｸ供用（離島） 1０ｔ積 日 4.0 (※11 積を準用)

③　代価表より

4日（2往復）×乗船時間／8

摘　　　　　　要
③　代価表より
③　代価表より

4日（2往復）×乗船時間／8×ﾄﾗｯｸ台数

摘　　　　　　要
③　代価表より
③　代価表より
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５ 成果品

県発注の土質調査の成果品は、報告書２冊＋電子ファイル１式（ 等）MO CD-R

を標準とし、ＮＥＲＣへの成果品登録費（２０，０００円／件 消費税別 諸経

費対象外）を別途積上計上する。

６ 成果品費

当面の間「書類＋電子ファイル 式」となることから、港湾漁港請負工事積算基1

準 平成 年度 の 報告書印刷製本費 を計上する ただし 電子納品( )（ ） 「 」 。 、16 CALS

をおこなう場合は港湾漁港請負工事積算基準による。
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設計業務等の外注費積算基準
（港湾・漁港関係）

［運用］

本運用は、設計業務等の外注費積算基準に記載されていない事項、また、解釈
についての当面の運用を長崎県が独自に制定したものである。

当面の運用基準は以下のとおりである。

１ 適用の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２４

２ 設計業務の外注費積算 第２節 積算価格の内訳についての運用
（１） 技術経費率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２４

３ 設計業務の外注費積算基準 第３節 設計業務委託
設計業務の外注費積算基準 参考資料－１ 基本設計業務
設計業務の外注費積算基準 参考資料－２ 実施設計業務委託
設計業務の外注費積算基準 参考資料－３ 限界状態設計法による細部設計業務
についての運用
（１）設計協議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２５
（２）波浪推算（基本設計業務）・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２５
（３）基本断面算定（基本設計業務）・・・・・・・・・・・・・・ 港－２５
（４）計上数量（基本設計業務・実施設計業務 １式当たり歩掛）・ 港－２６
（５）基礎部の計算（１検討断面）・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２６
（６）標準Ｌ型ブロック構造の取り扱い・・・・・・・・・・・・・ 港－２６
（７）設計計算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２６
（８）細部設計（限界状態設計法）における設計波の算定・・・・・ 港－２６
（９）細部設計の計算版数、作図版数・・・・・・・・・・・・・・ 港－２６

（１０）セルラーブロックの細部設計（限界状態設計法）・・・・・・ 港－２７
（１１）設計業務におけるコスト縮減対策について・・・・・・・・・ 港－２７
（１２）長崎県建設技術研究センター(ＮＥＲＣ)への成果品登録費・・ 港－２７
（１３）業務成果品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２７

４ エネルギー平衡方程式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－２８

５ 浮桟橋設計
（１）浮体式係船岸（浮体部）基本設計・・・・・・・・・・・・・ 港－２９
（２）浮体式係船岸（杭係留装置）基本設計・・・・・・・・・・・ 港－２９
（３）浮体式係船岸（チェーン係留装置）基本設計・・・・・・・・ 港－２９
（４）浮体式係船岸（浮体部＋杭係留部）基本設計・・・・・・・・ 港－３０
（５）浮体式係船岸（浮体部＋チェーン係留部）基本設計・・・・・ 港－３０
（６）橋台基本設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３１
（７）連絡橋基本設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３１
（８）連絡橋基本設計（人道橋）・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３１
（９）細部設計（浮体式係船岸本体）・・・・・・・・・・・・・・ 港－３２

（１０）細部設計（電気防食（浮体部））・・・・・・・・・・・・・ 港－３２
（１１）細部設計（電気防食（杭係留部））・・・・・・・・・・・・ 港－３２
（１２）細部設計（照明）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３２
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（１３）実施設計（橋台）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３２
（１４）技術経費率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３３

６ 新設計基準による港湾構造物の設計（港湾事業のみ適用）
（１）土質資料整理解析・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３４
（２）波の屈折（エネルギー平衡方程式）・・・・・・・・・・・・ 港－３４
（３）港内波浪変形解析（高山式）・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３４
（４）レベル１照査震度（基礎入力波形の設定）微動観測による・・ 港－３４
（５）レベル１照査震度（照査用震度の設定）

一次元地震応答解析FLI Pによる・・ 港－３４
（６）円形すべり検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３４
（７）偏心傾斜荷重の検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３４
（８）地盤の地震対応・液状化の判定・・・・・・・・・・・・・・ 港－３５
（９）液状化対策工検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３５

（１０）地盤改良工法（深層混合処理工）・・・・・・・・・・・・・ 港－３５
（１１）設計計算 防波堤・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３５
（１２）設計計算 けい船岸・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３５
（１３）設計計算 護岸・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３５
（１４）設計計算 地震応答変形照査二次元FLI P・・・・・・・・・・ 港－３６
（１５）維持管理計画書作成（外郭施設）・・・・・・・・・・・・・ 港－３６
（１６）維持管理計画書作成（係留施設）・・・・・・・・・・・・・ 港－３６
（１７）維持管理計画書作成（水域施設）・・・・・・・・・・・・・ 港－３６
（１８）報告書作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３６
（１９）照査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 港－３６

参考資料１ 計算版数及び作図版数算定例（細部設計）・・・・・・・ 港－３７
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設計業務等の外注費積算基準（運用）

１．適用の範囲

この運用は、港湾・漁港における設計委託を実施する場合に適用する。なお、この運用

、 （ ） 。に定めのないものについては 港湾・漁港請負工事積算基準 長崎県 によるものとする

２．設計業務等の外注費積算基準 第２節 積算価格の内訳についての運用

（１） 技術経費率

)技術経費率は、港湾・漁港請負工事積算基準 設計業務の外注費積算基準 ２－３技1

術経費率による。但し、実施設計の技術経費率は、２０％とする。

)同一設計業務等に各構造形式が混在し、技術経費率が異なる場合は、その設計業務の2

支配的（金額で判断）な構造形式の技術経費率とする。

（ 、 、 、 、基本設計 細部設計 実施設計を同時発注する場合は 各々の技術経費率を計上し

技術経費率が異なる場合は、各々において支配的な構造形式の技術経費率とする ）。

)「支配的（金額で判断 」とは、技術経費率を計上した金額で判断する。3 ）
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３．設計業務の外注費積算基準 第３節 設計業務委託

設計業務の外注費積算基準 参考資料－１ 基本設計業務

設計業務の外注費積算基準 参考資料－２ 実施設計業務委託

設計業務の外注費積算基準 参考資料－３ 限界状態設計法による細部設計業務

設計業務の外注費積算基準 参考資料－４ 許容応力度設計法による細部設計業務

についての運用。

（１） 設計協議

設計協議は、下表によるものとし、直接人件費として諸経費の対象とする。

（設計協議歩掛の標準）

A B主任技師 技師 技師

2.0 3.0 1.0基本設計の場合（打ち合わせ３回）

0.5 2 1.0 0.5 2 1.0 0.5 2 1.0細部設計の場合（打ち合わせ２回） × ＝ × ＝ × ＝

0.5 2 1.0 1.0 2 2.0実施設計の場合（打ち合わせ２回） × ＝ × ＝

2.0 3.0 1.0基本設計＋細部設計の場合 基本 基本 基本

0.5 0.5 0.5（打ち合わせ４回） 細部 細部 細部

2.5 3.5 1.5計 計 計

2.0 3.0 1.0基本設計＋実施設計の場合 基本 基本 基本

0.0 0.5 1.0（打ち合わせ４回） 実施 実施 実施

2.0 3.5 2.0計 計 計

2.0 3.0 1.0基本設計＋細部設計＋実施設計の場合 基本 基本 基本

0.5 0.5 0.5（打ち合わせ５回） 細部 細部 細部

0.0 0.5 1.0実施 実施 実施

2.5 4.0 2.5計 計 計

（２） 波浪推算（基本設計業務）

港湾・漁港請負工事積算基準 設計業務の外注費積算基準 ６－３波浪推算の「沖波の

推算」の１波向きは１方向と考える。

「波浪変形計算」の１形状は、平面形状が変わらなければ波向・波浪緒元が変化しても

１形状とする。

回折の計算については下表によるものとする。

１形状当り

名 称 技師（ ) 技師（ ) 技師（ ) 技術員A B C

0.5 0.5 0.5 1.0回折

（３） 基本断面算定（基本設計業務）

基本設計業務で、比較断面なしで発注する場合、港湾・漁港請負請負工事積算基準 設

計業務の外注費積算基準 ７－３基本断面算定は計上しない。
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（４） 計上数量（基本設計業務・実施設計業務 １式当たり歩掛）

基本設計業務及び実施設計業務で、設計計画、照査については１施設当たり１式を計上

し、報告書作成については１設計書当たり１式を計上する。

（５） 基礎部の計算（１検討断面）

円形すべり・偏心傾斜荷重の検討で港内外及び常時地震時は１検討断面とする。

縦断方向の検討の場合は検討断面を追加する。

（６） 標準Ｌ型ブロック構造の取り扱い

係船岸に「標準Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ構造」を使用する場合は、諸安全率並びに底面反力等は既に

計算されているので、基本設計は計上しない。但し、地盤支持力あるいは地盤改良等の検

討が必要な場合は、該当する項目の検討費用を計上する。

（７） 設計計算

暫定時の設計計算については、完成時の設計計算歩掛に下記の補正率により計上するも

のとする。

構造形式 補正率

防波堤 岸壁 護岸

ケーソン式

セルラーブロック式

ブロック式 ３０％ ５０％ ５０％

コンクリート単塊式

直立消波ブロック式

傾斜堤の設計計算については下表によるものとする。

（設計計算（防波堤）に追加）１検討断面について構造形式当り

技師（ ) 技師（ ) 技師（ ) 技術員A B C

傾斜堤（消波ﾌﾞﾛｯｸ・捨

0.5 0.5 0.5 0.5石）

（８） 細部設計（限界状態設計法）における設計波

、 。 、予条件として与えるものとしている波浪観測データが無い場合は 別途計上する なお

諸経費は対象外とする。

（９） 細部設計の計算版数、作図版数

ケーソン、セルラーブロック、Ｌ型ブロックの計算版数及び作図版数は 「参考資料１、

計算版数及び作図版数算定例（細部設計 」による。）
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（１０） セルラーブロックの細部設計（限界状態設計法）

防波堤に使用するセルラーブロックの細部設計は、港湾・漁港請負工事積算基準 設計

業務の外注費積算基準 参考資料－３ ５標準歩掛 ⑤Ｌ型・セルラーブロックの細部設

計に、②ケーソン細部設計の「設計波の算定（使用限界・疲労限界）及び配筋計算（疲労

限界 」を加算する。）

（１１） 設計業務におけるコスト縮減対策について

基本設計時に特記仕様書記載要領（港湾漁港編）によりコスト縮減留意書作成について

特記仕様書に明示し、その作業について積算で別途計上すること。

１構造物当たり 主任技師０．５人

技師Ａ １．０人

コンサルタントから、中間打ち合わせ時又は、成果品納入時にコスト縮減留意書を提出

、 、 。してもらうことを原則とするが 提案がなかった場合 設計変更で作業手間を落とすこと

（１２） 長崎県建設技術研究センター（ ）への成果品登録費NERC

県事業の成果品は、報告書２冊＋電子ファイル１式（ 等）とし、 へのMO CD-R NERC

成果品登録費（２０，０００円／件 消費税別 経費対象外）を別途積上計上する。

（実施設計については計上しない ）。

（１３） 業務成果品費

当面の間「書類＋電子ファイル 式」となることから、港湾漁港請負工事積算基準（平1

成 年度）の「報告書の印刷費用等」を計上する。ただし、電子納品( )をおこな16 CALS

う場合は港湾漁港請負工事積算基準による。



4.エネルギ-平衡方程式（3方向）

主任技師　技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 計
解析条件の設定 0.1 1 2.1
計算モデル作成 1 1.5 2.8
報告書作成 0.5 0.9 1
計算結果照査 0.5 0.9

計 0.6 1.9 3.6 2.4 3.8

１.　　発注者が提示した資料（沖波）で推算する場合の標準単価である。
２.　　1方向増減する毎に10％増減する。
３.　　回折図が必要な場合は別途計上する。
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5．浮桟橋設計

（１）浮体式係船岸（浮体部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 2.4 5.9 7.6 5.9 5.8

注）　１　本表は、杭係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函当たりの
　　　　　標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）

（２）浮体式係船岸（杭係留装置）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.8 1.3 1 0.8
杭係留装置設計計算 0.6 1.2 2 2.8 0.8
杭係留装置図面作成 0.4 0.8 1.4 2.1 2.2
杭係留装置数量計算 0.5 1.1 1.3 1.9
照査 1 1

計 1.9 5.3 6.8 7.2 5.7

注）　１　本歩掛には、杭係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　２　本歩掛には、係留杭の比較設計手間を含む。
　　　３　本歩掛には、現地状況に合わせた数量算出等の実施設計を含む。
　　　４　本歩掛は単杭・組杭に適用するが、特殊な組杭式となる場合は適用外とし、別途計上する。

（３）浮体式係船岸（チェーン係留装置）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.7 1.1 0.8 0.8
杭係留装置設計計算 0.7 1.3 1.3 0.3
杭係留装置図面作成 0.4 0.7 1 1.1 1.2
杭係留装置数量計算 0.8 1.7 2 3.5
照査 1 1

計 1.3 4.9 6.1 5.2 5.8

注）　１　本歩掛には、ﾁｪｰﾝ係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　２　本歩掛には、現地地盤に合わせたｱﾝｶｰ方塊部の本体及び基礎工等の実施設計を含む。

港－29



（４）浮体式係船岸（浮体部＋杭係留部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.8 1.3 1 0.8
杭係留装置設計計算 0.6 1.2 2 2.8 0.8
杭係留装置図面作成 0.4 0.8 1.4 2.1 2.2
杭係留装置数量計算 0.5 1.1 1.3 1.9
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 3.8 9.2 13.4 13.1 11.5

注）　１　本表は、杭係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函当たりの
　　　　　標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）
　　　３　本歩掛には、杭係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　４　本歩掛には、係留杭の比較設計手間を含む。
　　　５　本歩掛には、現地地盤に合わせた数量算出等の実施設計を含む。
　　　６　本歩掛は単杭・組杭に適用するが、特殊な組杭式となる場合は適用外とし、別途計上する。

（５）浮体式係船岸（浮体部＋チェーン係留部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
ﾁｪｰﾝ係留装置設計外力計算 0.4 0.7 1.1 0.8 0.8
ﾁｪｰﾝ係留装置設計計算 0.7 1.3 1.3 0.3
ﾁｪｰﾝ係留装置図面作成 0.4 0.7 1 1.1 1.2
ﾁｪｰﾝ係留装置数量計算 0.8 1.7 2 3.5
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 3.2 8.8 12.7 11.1 11.6

注）　１　本表は、チェーン係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函　　
　　　　　当たりの標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）
　　　３　本歩掛には、チェーン係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　５　本歩掛には、現地地盤に合わせたｱﾝｶｰ方塊部の本体及び基礎工等の実施設計を含む。
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（６）橋台基本設計

　　検討する構造形式により異なるため、港湾漁港請負工事積算基準　第３部その他積算基準　第１編設計業務
　の外注費積算基準に準じて構造形式を選定し、その合計値とする。　
　　但し、参考資料－１　基本設計業務　５．設計計画、６－１利用自然条件設定、９－１報告書作成、１０照査は
　計上しない。

（７）連絡橋基本設計 １橋当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 1 2 3.5 5.5
設計図 5 7.5 11
数量計算 3 4 5.5
照査 0.5 0.5 1.5 2.5
報告書作成 0.5 0.5 1

計 1.5 3 13.5 20.5 16.5
　　　　　橋長補正式　　　=0.936×L+76.60 ( ) L：桁の延長（エプロンを除く）
注）　１　本歩掛は、下路式鋼製プレートガーダ形式の浮桟橋連絡橋の基本設計に適用する。
　　　２　桁の延長（Ｌ）は、１０ｍ～４０ｍを適用範囲とする。
　　　３　橋長補正係数は、小数２位を四捨五入して小数１位とする。
　　　４　電算機使用料は、直接経費として、上記歩掛の１％を計上する。
　　　５　上記歩掛には、施工図面作成手間を含む。
　　　６　歩掛補正方法：標準歩掛×（/100+0.05)　

（８）連絡橋基本設計（人道橋） １橋当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 0.5 0.5 2.5 3
設計図 3 4.5 6
数量計算 1 2 2.5
照査 0.5 0.5 1.5 1.5
報告書作成 0.5 0.5 1

計 1 1.5 8.5 12 8.5
　　　　　橋長補正式　　　=1.599×L+68.02 ( ) L：桁の延長（エプロンを除く）
注）　１　本歩掛は、鋼製浮桟橋連絡橋（人道橋）の基本設計に適用する。
　　　２　桁の延長（Ｌ）は、５ｍ～３５ｍを適用範囲とする。
　　　３　橋長補正係数は、小数２位を四捨五入して小数１位とする。
　　　４　電算機使用料は、直接経費として、上記歩掛の１％を計上する。
　　　５　上記歩掛には、施工図面作成手間を含む。
　　　６　歩掛補正方法：標準歩掛×（/100+0.05)　
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（９）細部設計（浮体式係船岸本体） １タイプ当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 1/件 1/件
配筋及び鋼殻計算 0.6/ﾀｲﾌﾟ 0.9/版 0.9/版 0.9/版
数量計算 2/ﾀｲﾌﾟ 2.5/ﾀｲﾌﾟ
図面作成 1/ﾀｲﾌﾟ 0.3/版 0.3/版 0.5/版
報告書作成 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ 1.5/ﾀｲﾌﾟ 1.5/ﾀｲﾌﾟ
照査 0.5/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ
付帯施設計算 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ
付帯施設図作成 1/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ

注）　１　本歩掛は、浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）本体の細部設計に適用する。
　　　２　配筋計算及び配筋図作成は、必要版数を算出して上記歩掛を乗じる。
　　　３　付帯施設等の計算（防舷材、係船柱等）及び作図の作業を含んでいる。
　　　４　浮体式の版数については、浮体形状を考慮の上決定すること。
　　＜参考＞　一般的な長方形浮体式で必要な版（壁）数は下記を参考とする。
　　頂版・底版・長手側壁・短手側壁・長手隔壁（水密）・短手隔壁（水密）・長手隔壁（非水密）・短手隔壁（非水密）
　　の計８版

（１０）細部設計（電気防食（浮体部）） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

電気防食計算 0.4 0.4 0.4 0.1
電気防食図作成 0.4 0.8 1.1

計 0.4 0.8 1.2 1.2
注）　１　本歩掛は、浮桟橋（本体）の電気防食設計に適用する。
　　　２　本歩掛は、材料の比較設計を含む。

（１１）細部設計（電気防食（杭係留部）） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

電気防食計算 0.3 0.5 0.5 0.1
電気防食図作成 0.3 0.7 0.9

計 0.3 0.8 1.2 1
注）　１　本歩掛は、浮桟橋（杭係留部）の電気防食設計に適用する。
　　　２　本歩掛は、材料の比較設計を含む。

（１２）細部設計（照明） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

照明設計 0.5 0.8 1.2 1.4

計 0.5 0.8 1.2 1.4
注）　１　本歩掛は浮桟橋に設置する照明灯の設計に適用する。
　　　２　本歩掛は岸壁周辺における引込柱までを対象とする。
　　　３　給電・給水施設が必要な場合は別途計上する。

（１３）実施設計(橋台） １式当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

図面作成 0.5 2 1
数量計算 1 1.5
照査 0.5 1
報告書作成 0.5 0.5
計 0.5 2 3.5 2.5
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（１４）技術経費率

浮桟橋設計業務委託は、同一設計業務に各工種が混在するので、技術経費率は、その設計業務の支配的な工
種（金額で判断）の技術経費率とする。
（各々の工種の技術経費率は、下表を参照）

設計工種 技術経費率
（１）浮体式係船岸（杭係留）設計 40
（２）浮体式係船岸（チェーン係留）設計 40
（３）橋台設計 港湾漁港請負工事積算基準　2-3技術経費率による
（４）連絡橋設計 20
（５）連絡橋設計（人道橋） 20
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本歩掛は平成１９年度、新規断面設計を行うものから適用し、港湾請負工事積算基準書（赤本）において、
新歩掛が掲載されるまでとする。
尚、以下に記載してない検討事項歩掛は変更がないものであり、これまでどおりとする。

○土質資料整理解析
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
粘性土 0.7 1.1 0.7 1.1（人/本）0.6（人/本）

○波の屈折（エネルギー平衡方程式）
１式当たり

直接人件費
技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.5 1.6 3.3 2.4 3.4

○港内波浪変形解析（高山法）
１式当たり

直接人件費
技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.5 0.5 0.5 1.0

○レベル１照査震度（基礎入力波形の設定）　　微動観測による
１式当たり

直接人件費
技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

1.1 3.3 6.6 4.7 1.0

○レベル１照査震度（照査用震度の設定）　　一次元地震応答解析FLIPによる
１本当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.4 1.0 2.1 2.1 1.0

○円形すべり検討
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.3 1.0 0.8

○偏心傾斜荷重の検討
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.3 0.8 0.5

新設計基準による港湾構造物の設計（港湾事業のみ適用）

備考

備考

備考

備考

備考

直接人件費

直接人件費

直接人件費

備考

備考
直接人件費

港－34



○地盤の地震対応・液状化の判定
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.5 1.0 1.9 1.7 0.7

○液状化対策工検討
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.6 1.3 2.8 2.9 1.5

○地盤改良工法（深層混合処理工）
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員

0.7 1.9 5.1 4.8 3.1

○設計計算　防波堤
１断面当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
コンクリート単塊式 0.6 2.3 2.3 0.9
方塊・直立消波ブロック式 0.6 2.5 2.5 1.1
ケーソン式 0.6 1.6 4.4 3.0 3.0
セルラー式 0.6 1.1 4.1 2.7 1.9
組杭・ｶｰﾃﾝｳｵｰﾙ式 0.6 2.4 6.9 6.9 2.7

断面比較等の対象割合は現行のままとする。

○設計計算　けい船岸
１断面当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
コンクリート単塊式 0.6 0.6 2.6 1.1
方塊式 0.6 2.9 2.9 1.4
直立消波ﾌ ﾛ゙ｯｸ式 0.6 2.9 2.9 1.4
L型ﾌ ﾛ゙ｯｸ式 0.6 1.0 5.7 3.0 2.5
ｹｰｿﾝ式 0.6 1.5 4.7 4.3 3.7
ｾﾙ ﾗｰ式 0.6 1.1 4.5 3.8 2.7
桟橋式 0.7 1.9 5.7 5.3 3.3
矢板式(控え) 0.7 1.7 5.7 4.6 2.9
矢板式(自立) 0.7 1.0 5.1 3.8 1.1

断面比較等の対象割合は現行のままとする。

○設計計算　護岸
１断面当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
コンクリート単塊式 0.6 0.6 2.6 1.1
方塊式 0.6 2.9 2.9 1.4
直立消波ﾌ ﾛ゙ｯｸ式 0.6 2.9 2.9 1.4
L型ﾌ ﾛ゙ｯｸ式 0.6 1.0 5.7 3.0 2.5
ｹｰｿﾝ式 0.6 1.1 4.5 3.8 2.7
矢板式(控え) 0.7 1.7 5.7 4.6 2.9
矢板式(自立) 0.7 1.0 5.1 3.8 1.1

断面比較等の対象割合は現行のままとする。

備考
直接人件費

備考

備考
直接人件費

直接人件費

備考

備考

直接人件費

備考
直接人件費

直接人件費
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○設計計算　地震応答変形照査二次元FLIP
１断面当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
重力式 2.4 5.5 10.0 10.9 3.7

矢板式（控え） 2.4 6.3 10.8 11.7 4.0
桟橋式（土留め；重力式） 2.5 7.5 11.7 13.3 3.7
桟橋式（土留め；矢板式） 2.5 8.0 12.6 14.3 3.9

上記表における追加検討断面は、１断面あたり基本の４７％とする。

○維持管理計画書作成　（外郭施設）
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
重力式 1.0 2.0 4.6 5.0 3.4
杭　式 1.4 3.2 5.8 6.1 3.6
浮防波堤 1.4 3.2 6.3 6.3 5.1

○維持管理計画書作成　（係留施設）
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
重力式 1.0 2.4 5.9 6.0 4.5
杭　式 1.4 3.1 8.8 9.0 6.5
矢板式 1.4 3.3 8.0 7.7 5.1
浮桟橋 1.5 4.1 11.2 11.6 7.7

○維持管理計画書作成　（水域施設）
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
泊　地 0.9 1.6 2.6 3.2 2.2

○報告書作成
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
0.5 1.3 1.4 1.6 0.8

○照査
１式当たり

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員
防波堤 0.3 1.6 1.6

岸壁・物揚場 0.5 1.9 1.8
護岸 0.4 1.8 1.7

備考
直接人件費

備考

備考
直接人件費

直接人件費

直接人件費
備考

備考

備考
直接人件費

直接人件費
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参考資料 1　計算版数及び作図版数算定例（細部設計）

ケーソン
Ａタイプ

計算版数＝(下表に示す） 作図版数＝５

　　　　　ａ 　　　　ａ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 7 7
使用限界 7 7
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 7

２ ２
③

４

１’
２

５

３

１

１’

１’

１

２

３

４

５

６ ７
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ケーソン
Bタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 7 7
使用限界 7 7
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 7

ｂ

ｂ

ａ

１’１’

４

５

１

２

３

６ ７ １

１’

２

３

６’５’

６５

４
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ケーソン
Ｃタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

　　ｂ

　　ｂ

　　　　　ａ 　　　　ａ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 9 9
使用限界 9 9
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 9

１

２

３

４

５

６

７

８ ９ １

１’

１’

１’

２

３

４

６５

５’ ６’
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ケーソン
Dタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝５

　　　　　ａ 　　　　ｂ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 10 10
使用限界 10 10
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 10

②

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９ １０ １

１’

１’

１’

２ ２’

３ ３’

４ ５
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ケーソン
Ｅタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

　　ｃ

　　ｃ

　　　　　ａ 　　　　ｂ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 14 14
使用限界 14 14
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 14

②

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９ １０

１１ １２

１３ １４ １

１’

１’

１’

１’
２’

１’

２

３

４

５ ６

３’

４’
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ケーソン
Fタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝１２

　　　　　ａ 　　　　ｂ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 20 20
使用限界 20 20
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 20

１

２

３ ４ ５

６ ７ ８

９ １０ １１

１２ １３

１５ １６ １７

１８ １９ ２０ １・２

７

８ ９ １０

７’ ７’

１４

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２
３・４

５・６

３・４ ３・４

５・６５・６

１１・１２

ｃ

ｄ

ｄ
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝７

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 9 9
使用限界 9 9
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 9

計算版数

セルラーブロック
Ａタイプ

○数字は2段目

３ ３１

２

３

４

５

６

⑦

⑧

⑨
１

１’
２

３

４

１’

⑤

⑥

⑦
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝９

※底版が独立している場合においても同じ版数となる。

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 11 11
使用限界 11 11
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 11

計算版数

セルラーブロック
Ｂタイプ

○数字は2段目

３ ２
４３ ２

１

２

３

４

５

６ ７

⑧

⑨

⑩ ⑪
１

１’

１’

２

３

４ ５

⑥

⑦

⑧ ⑨
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝１０

○数字は2段目　　　　□数字は3段目

※底版が独立している場合においても同じ版数となる。

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 12 12
使用限界 12 12
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 12

計算版数

セルラーブロック
Ｃタイプ

３
１

２

３

４

５

６

⑦

⑧

⑨

１

１

１

１

１ `

１ `

２

３

４

⑤

⑦

⑥

８

９

１
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝７

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 14 14
使用限界 14 14
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 14

計算版数

セルラーブロック
Ｄタイプ

○数字は2段目

３

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９

⑩

⑫

⑪

⑬

⑭
１ １’

１’
２’

１’

２

３ ３’

４

⑤

⑥

⑦

⑥’

⑤’
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計算版数＝４ 作図版数＝３

計算版数＝６ 作図版数＝３

Ｌ型ブロック 　（けい留施設）
Ａタイプ

Ｌ型ブロック 　（けい留施設）
Ｂタイプ

４ １ ２

３

３’ １

３

４

５

６１

２

３

２

２’

２’１

３

２

１’
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